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要旨：地球環境の悪化は深刻な状況になりつつある。特に地球の温暖化は「温暖化の暴走」とい
われるほど進展が速く、さまざまな悪影響を多方面に及ぼしている。「気候変動」ではなく「気
候危機」という言葉も散見される。これらの環境悪化は人間の活動が主な原因であり、解決を困
難にしている。 解決のためには人間の意識の変化が重要である。そのためには、まず現状での
環境意識を知ることが必要となる。本稿では女子短大生を対象に実施した環境に関するアンケー
トを分析し、現状での環境意識を解析する。
キーワード：環境問題、地球の温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨
１．はじめに
　地球環境の悪化は日常生活に多大な悪影響を与え、人類全体の生存まで脅かしている。地球環
境問題は国連・政府や一部の専門家だけでは解決は不可能で、一般の人々の生活様式の変革にか
かっている。それゆえ、いろいろな環境意識に関する調査が実施されている。
　本稿では、女子短大生の環境に関するアンケートを分析することにより、女子短大生の環境意
識を解析する。現在の状態が続く限り、現短大生が社会の中心となって活動するころには、地球
環境は更なる悪化をたどり、日常生活への悪影響は甚大なものとなる。したがって、現短大生の
環境意識を調査することの重要性は少なくない。
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　本アンケートは埼玉女子短期大学の環境問題に関する授業（くらしの科学、環境問題の授業に
入る前）と会計に関する授業（簿記Ⅱ）の授業時に受講生に対して無記名で実施したものである。
会計の授業で実施したのは今後「環境会計」がより重要になってくるからである。
　提出は任意で、研究発表に用いることは事前に伝えてある。実施時期、提出した受講生の人数
は以下のとおりである。
2019年10月23日「くらしの科学」授業時　提出した受講生：８名
2019年11月22日「簿記Ⅱ」授業時　　　　提出した受講生：34名
２．アンケートの調査内容
　以下にアンケートの設問内容を示す。
地球環境問題に関するアンケート
（１）地球環境問題に関心がありますか。
　　　
①　非常にある。
②　ある程度はある。
③　あまりない。
④　まったくない。
（２）地球環境問題に対する以下の考え方のうち、あなたの考え方に近いのはどれですか。
①　地球環境問題は政府や自治体、あるいは国連が解決すべき問題であり、自ら取り組む
必要はない。
②　科学技術がさらに進歩すれば解決できる問題であるから、自ら取り組む必要はない。
③　地球環境問題は重要な問題であるから、自ら積極的に取り組む必要がある。
④　まったく関心がない。
環境意識に関する一考察Ⅴ
（３）地球環境の保全と経済発展に関する以下の考え方のうち、あなたの考え方に近いのはどれ
ですか。
①　経済発展を多少犠牲にしても地球環境の保全に取り組むべきである。
②　経済発展と地球環境の保全は両立できる。
③　地球環境の保全より経済発展を優先すべきである。
④　わからない。
（４）地球の温暖化について答えてください。
①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（５）オゾン層の破壊について答えてください。
①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（６）酸性雨について答えてください。
①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（７）砂漠化について答えてください。
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①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（８）京都議定書について答えてください。
①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（９）パリ協定について答えてください。
①　まったく知らない。
②　聞いたことはあるが、内容はよくわからない。
③　ある程度はわかる。
④　よく理解している。
（10）小学校や中学校で環境について学習したことはありますか。
①　ある。
②　ない。
（11）高校で環境について学習したことはありますか。
①　ある。
②　ない。
環境意識に関する一考察Ⅴ
（12）学校以外で環境について学習したことはありますか。
①　ある。
②　ない。
（13）（12）で「ある。」と答えた人にお尋ねします。どこで環境について学習しましたか。
（14）環境によい商品について答えてください。
①　少しぐらい高くても環境によい商品を購入する。
②　普通の商品と同じくらいの価格であれば、環境によい商品を優先的に購入する。
③　商品を購入するときには、環境については考慮しない。
（15）電気や水道について、すでに行っているものについては「１」、これから行いたいものに
は「２」、　行うつもりのないものには「３」を（　　）内に記入してください。
①　不必要な照明はこまめに消す。（　　）
②　テレビやラジオはつけっぱなしにしない。（　　）
③　長時間使用しない家電製品のプラグはコンセントから抜いておく。（　　）
④　冷蔵庫にものをつめすぎたり、頻繁にドアを開けたりしない。（　　）
⑤　水やお湯はだしっぱなしにしない。（　　）
⑥　お風呂の水は有効に使う。（　　）
（16）ごみの削減について関心がありますか。
①　非常にある。
②　ある程度はある。
③　あまりない。
④　まったくない。 
（17）（16）で①、②を答えた人にお尋ねします。ごみの削減について行っていることあるいは
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今後行いたいことを以下に書いてください。
３．アンケート結果
（１）設問１～12、14、16の結果
　以下の表に設問１～12、14、16の結果をまとめてある。表中の数値は回答の割合を表す百分率
であるが、小数第２位を四捨五入してあり、また、無回答もあるので合計が必ずしも100％に
なっていない場合がある。
（２）設問13の結果
　　　公民館、テレビ
選択肢
設問
④③②①
4.823.866.74.81
9.576.27.17.12
23,89.533.333.33
14.369.016.704
7.159.531.02.45
4.852.440.52.46
4.864.328.62.47
019.061.919.08
2.49.571.414.39
――010010
――14.385.711
――97.62.412
―21.473.84.814
4.838.142.914.316
表１　設問１～12、14、16の結果
環境意識に関する一考察Ⅴ
（３）設問15の結果
　以下の表に設問15の結果をまとめてある。表中の数値は各問①～⑥における選択肢１、２、３
が選択された割合を表す百分率であるが、小数第２位を四捨五入してあるので合計が必ずしも
100％になっていない場合がある。
（４）設問17の結果
　・ゴミ拾いのボランティアに積極的に参加したい。
　・エコバッグ持参（行いたいこと）。
　・ティッシュは最低限使う（行っていること）。
　・ゴミが落ちていたら捨てる。
　・レジ袋を使わない。
　・トイレットペーパーやティッシュペーパーを使いすぎない。
　・分別をしっかり行い、再利用できるもの、リサイクルできるものは簡単に捨てない。
　・分別。
　・レジ袋をもらわない。アウターに突っ込んで持って帰る。
　・リサイクル。
　・無駄なごみは出さない。
　・エコバッグを持っていく。
　・プラスチックの物は買わない。買った場合は分別をしっかりする。
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番号
選択肢
321
09.590.5①
2.419.078.6②
16.750.033.3③
2.433.364.3④
019.081.0⑤
9.554.835.7⑥
表２　設問15の結果
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　・スーパーの袋はもらわない。
　・長持ちするものを買う。
　・詰め替え商品を買うよう心掛ける。
　・水筒を使う。
・生ごみを多く出さないために、料理を作るときは多めに作らず適量を作るようにしたり、野
菜を切るときは捨てるところがなるべくないように切る。
　・ペットボトルのごみを出さないためタンブラーを使う。
　この結果から、リサイクルや物は最後まで使うという「もったいない」精神が見て取れる。こ
の点は評価できる。
４．アンケート結果の考察
４ １　全般の解析
　（１）より「非常にある」、「ある程度ある」を合わせると71.5%に上り、かなりの学生が地
球環境問題に関心を寄せていることが分かる。この理由の一つは、（10）～（11）の結果から分
かるとおり、小学校・中学校・高校における環境教育の影響がある。小学校・中学校では100%、
高校では85.7%が環境教育を受けており、大部分の学生が環境の学習の経験を有している。環境
教育の重要性はこの例から考えても明らかである。これらの要因により学生の地球環境問題に寄
せる関心が高くなっている。ただ（12）より、学校以外で環境教育を受けた学生がいることは分
かるが、その割合は非常に低く、やや心配な点ではある。
　（２）より「自ら取り組むべき」と考える学生が76.2%と多数を占めており、自らの問題と考
えている学生が大部分を占める。このことは環境問題の解決に寄与する。一般の人々の環境に対
する取り組みが環境問題の解決に大いに役立つからである。
　環境問題の知識については、「まったく知らない」と回答した学生が「温暖化」0％、「オゾン
層の破壊」2.4％、「酸性雨」2.4％、「砂漠化」2.4％となり、前回の調査１に比べるとかなり低い。
この点は評価できる。また「よく理解している」と回答した学生が「温暖化」14.3％、「オゾン
層の破壊」7.1%、「酸性雨」4.8%、「砂漠化」4.8%と「温暖化」を除いて10％を下回っている。
環境問題に対する正確な知識は環境問題解決の第一歩である。短大・大学における環境教育の果
たす役割（正確な理解を与える）はますます重要さを増している。「京都議定書」については
．
環境意識に関する一考察Ⅴ
「まったく知らない」と回答した学生は19.0%であり、「パリ協定」については14.3％であり、
前回に比べて大幅に低下している。国際的動向に関心がある学生が増加しているのが分かる。こ
の点は評価できる。
　（14）の回答を見ると、「環境によい商品」について「同じ価格なら購入する」が73.8％であ
るが、「考慮せず」21.4%が「高くても買う」4.8%を大きく上回っており、環境に対して積極的
に支出するという面が見られないのは残念である。今後は「普通の商品と同じ価格の環境商品」
の開発が重要になってくる。
　（15）の電気・水道については、①、②、③、④、⑤、⑥すべてにおいて、１「実施してい
る」と２「これから行いたい」を回答した学生の合計が80％を超えており、実生活でも環境に
配慮した生活をしていることが分かる。意識や知識だけでなく実践を伴っている点は評価できる。
　（16）、（17）のごみについては「非常にある」、「ある」を合わせると57.2%となり、環境問
題同様関心の高さが伺える。（17）の回答例から考えると、実生活においてもごみの減量にむけ
てリサイクルや物を大事に使う「もったいない」精神が実践されており、この点は評価できる。
　これらの結果を要約すると、地球環境問題について、意識や知識は前回の調査に比べると増加
しており、日常生活ではできる範囲で環境にやさしい生活を実践している学生が多いことが分か
る。
４ ２　環境意識と経済活動
　（２）で「自ら取り組む必要がある」と答えた学生が（３）の経済活動についてどのような回
答をしているかを見ると、①「経済を多少犠牲にしても取り組むべき」が37.5％、②「両立でき
る」40.6%、③「経済優先」3.2%、④「わからない」18.8%である。環境問題に積極的な学生は環
境を優先するか、経済との両立を望む学生が多く、経済優先を望む学生は非常に少なかった。全
学生の割合と比べると、①「経済を多少犠牲にしても取り組むべき」がやや多く、②「両立でき
る」が多くなっているが、ほとんど同じ傾向である。この理由は大半の学生（76.2%）が（２）
において③「自ら積極的に取り組む」を回答しているからである。
５．終わりに
　本稿では、短大生の環境アンケートを分析することにより、環境意識の解析を行った。結果は
．
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環境意識、知識は前回の調査に比べて増加しており、生活実践では環境に良い行動を行っている
学生が多いことが判明した。「よく理解している」学生を増加させる意味でも短大における環境
教育をより充実していかなければならない。
注
１．拙稿「環境意識に関する一考察――女子短大生の環境意識分析を中心として」『埼玉女子短期大学
研究紀要第39号』2019，pp.93-101.
参考文献
環境省『環境にやさしいライフスタイル実態調査等』 
https//www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/lifestyle.html，2019.12.4.
環境省『環境にやさしい企業行動調査』http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/， 
2019.12.4.
保坂明徳「環境意識と環境保全行動の選択要因に関する考察：高校生の環境意識分析を中心とし
て」『岐阜聖徳学園大学紀要教育学部外国語学部38』pp.67-85，1999．
原田昌幸，久野覚「地球温暖化および地球環境問題に対する一般住民の意識」『空気調和・衛生工
学会論文集62』pp.71-79，1996．
加藤弘二，田中裕人，児玉剛史，玉澤友恵「環境保全活動に対する住民の参加意識の分析」『宇都
宮大学農学部学術報告19（2）』pp.21-31，2005．
